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田上 麻衣子
はじめに
2010年10月に愛知県名古屋市で開催された生物の多様性に関する条約
（Convention on Biological Diversity：CBD）（以下，「CBD」という）第10
回締約国会議（COP10）において，「生物の多様性に関する条約の遺伝資
源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関す
る名古屋議定書1」（以下，「名古屋議定書」という）が採択された。名古
屋議定書は，2011年2月から翌2012年2月まで署名のために開放され，91
か国及び欧州連合（European Union）（以下，「EU」という）が署名を
行った。その後，50か国の締結を受けて，2014年10月12日に同議定書は発
効した2。
2016年9月10日現在，CBDの締約国は196か国（EUを含む），名古屋
議定書の締約国は78か国（EUを含む），批准3済みだが国内で効力が発生
1 Nagoya Protocol on Access to Genetic Resources and the Fair and Equitable
Sharing of Benefits Arising from their Utilization to the Convention on Biological
Diversity (2010). 英語正文（https://treaties.un.org/doc/Treaties/2010/11/201011
27%2002-08%20PM/XXVII-8-b-Corr-Original.pdf）；外務省仮訳（http://www.mofa.go.
jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/shomei_72.pdf）；(一財)バイオインダストリー協会仮
訳（http://www.mabs.jp/archives/nagoya/index.html）（最終訪問日：2016年9月
10日）（以下，本稿でのウェブサイト訪問日は2016年9月10日である。）
2 名古屋議定書の発効を受けて，2014年10月の CBD第12回締約国会議（COP12）
の際には，名古屋議定書第1回締約国会議(COP-MOP1)も開催されている。
名古屋議定書の実施と伝統的知識の保護 91
していない国が7か国4となっている（米国は CBD・名古屋議定書のいず
れも未締結）。2016年12月4日～17日には，メキシコのカンクンで CBD
第13回締約国会議（COP13）が開催される予定であり，COP13に向けて，
今後さらに名古屋議定書の締約国数の増加が予想されている。同議定書の
締約のための法整備も各国で行われており，後述するアクセス及び利益配
分（Access and Benefit-Sharing：ABS）（以下，「ABS」という）に関する
情報交換センター（ABSクリアリング・ハウス）（以下，「ABS-CH」とい
う）への登録も進んでいる。
一方，我が国は，CBDについて1992年6月13日に署名，1993年5月28
日に批准しており，名古屋議定書については，2011年5月11日に署名し，
現在締結に向けての検討を進めている。2012年9月には環境省の下に，産
業界及び学術界の有識者等により構成される「名古屋議定書に係る国内措
置のあり方検討会｣5が設置され，我が国の国内措置のあり方について議
論が行われた。
CBD・名古屋議定書の実施において各国がどのような国内措置をとる
かは，遺伝資源に関連した研究開発活動を行う企業・研究機関や資源保存
3 各国の締結行為は厳密には，批准（ratification)，受諾(acceptance），承認（ap-
proval），加入（accession）などに区別されるが，本稿では以下全て「批准」と表
現する。
4 名古屋議定書は，国や地域的な経済統合のための機関が批准書等を寄託した日の
後90日目の日又は CBDが当該国や機関について効力を生ずる日のいずれか遅い日
に効力を生ずると規定されている（名古屋議定書第33条2項）。7か国は以下のと
おり（括弧内は発効日）。ベルギー（2016年11月7日），ブルガリア（2016年11月9
日），オランダ（2016年11月17日），モルドバ共和国（2016年11月21日），フランス，
マリ共和国（2016年11月29日），スウェーデン（2016年12月7日）
5 詳細については，名古屋議定書に係る国内措置のあり方検討会ウェブサイト
（http://www.env.go.jp/nature/biodic/abs/conf01.html）を参照されたい。検討会の
成果は報告書にまとめられている。「名古屋議定書に係る国内措置のあり方検討会
報告書」（2014年3月20日）（http://www.env.go.jp/nature/biodic/abs/conf/conf01-
rep20140320/01_main.pdf）（以下，「あり方検討会報告書」）
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機関等にとっては非常に重要な問題である。しかし，CBD及び名古屋議
定書には曖昧な点も多く，各国の解釈・理解の懸隔が各国の実施段階にお
いて顕在化することが予想される。名古屋議定書をめぐっては様々な論点
があるが，本稿では伝統的知識の保護という観点から，名古屋議定書の実
施に係る各国国内措置（主として利用国措置）について概観した上で，伝
統的知識の保護をめぐる課題について考察を行うこととする。
1．CBD・名古屋議定書6と伝統的知識
⑴ CBDと伝統的知識
CBDは，国内法令に従うこと（CBD第15条1項）を前提に，①遺伝資
源へのアクセスには，遺伝資源の提供国による事前の情報に基づく同意
（Prior Informed Consent：PIC）（以下，「PIC」という）が必要であること
（CBD第15条5項），②アクセスを提供する場合には，相互に合意する条
件（Mutually Agreed Terms：MAT）（以下，「MAT｣という）で提供する
こと（同第4項），③MATに従って，遺伝資源の研究及び開発の成果並
びに商業的利用その他の利用から生ずる利益を当該遺伝資源の提供国であ
る締約国と公正かつ衡平に配分すること（同第7項）を規定している。こ
の①国内法に従った PICの取得→②国内法に従ったMATの設定→③契約
に基づいた利益配分が CBDの遺伝資源に関する基本枠組みである。
一方，伝統的知識に関しては，この枠組みが採用されていない。前文に
おいて「伝統的な生活様式を有する多くの先住民7の社会及び地域社会8
6 CBD及び名古屋議定書に関する基本的な内容や主要論点については，㈶バイオ
インダストリー協会生物資源総合研究所監修『生物遺伝資源へのアクセスと利益配
分─生物多様性条約の課題』（信山社，2011年）を参照されたい。
7 CBDの公定訳は「原住民」であるが，本稿では，適宜「先住民」又は「先住民
族」等の語を使用する。
8 「indigenous and local communities」。従来 CBDの下では「ILCs」とも呼ばれて
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が生物資源に緊密にかつ伝統的に依存していること並びに生物の多様性の
保全及びその構成要素の持続可能な利用に関して伝統的知識，工夫及び慣
行の利用がもたらす利益を衡平に配分することが望ましいことを認識し」
た上で，第8条⒥において，各締約国に対し，「自国の国内法令に従い，
生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関連する伝統的な生活様式を有
する先住民の社会及び地域社会の知識，工夫及び慣行を尊重し，保存し及
び維持すること，そのような知識，工夫及び慣行を有する者の承認及び参
加を得てそれらの一層広い適用を促進すること並びにそれらの利用がもた
らす利益の衡平な配分を奨励すること」を求めている。
この他，第10条⒞で保全又は持続可能な利用の要請と両立する伝統的な
文化的慣行に沿った生物資源の利用慣行を保護し及び奨励すること，第17
条で情報交換について定め，その中に先住民が有する知識及び伝統的知識
に関する情報を含むこと，また，実行可能な場合には，情報の還元9も含
むことなどを規定している。
きた。CBD第12回締約国会議（COP12）において，CBDの下での将来の決議及び
二次文書において，適宜，「先住民族及び地域社会（Indigenous Peoples and Local
Communities：IPLCs）」の用語を使用することを決定した（下線筆者）。ただし，
将来の決議及び二次文書における用語「IPLCs」の使用は例外的なもので，CBD
第8条⒥及び関連規定の法的意味や条約の下での締約国の権利義務には何ら影響を
与えないこともあわせて確認されている。詳しくは，拙稿「CBD第12回締約国会
議（COP12）における第8条 j項関連の議論」（一財）バイオインダストリー協会
『平成26年度環境対応技術開発等（生物多様性総合対策事業）委託事業報告書』
（2015年）187-195頁。
9 この規定に基づき，現在，「生物多様性の保全及び持続可能な利用のための先住
民の社会及び地域社会の関連する伝統的知識の還元のための Rutzolijirisaxik任意ガ
イドライン」（案）の起草が行われており，CBD第14回締約国会議（COP14）での
採択を目指している。Task 15 of the multi-year programme of work on the implementa-
tion of Article 8(j) and related provisions: best-practice guidelines for the repatriation of
indigenous and traditional knowledge, Draft Decisions for the Thirteenth Meeting of
the Conference of the Parties to the Convention on Biological Diversity, UNEP/CBD/
COP/13/2 (5 July 2016), pp. 65-67.
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このように CBDでは，「生物多様性の保全及び持続可能な利用に関連
する伝統的な生活様式を有する先住民の社会及び地域社会10」の「知識，
工夫及び慣行（knowledge, innovations and practices）」について，その尊
重，保存及び維持，さらなる適用の促進，そして利益配分の奨励について
定め，緩やかな保護を与えているのみであり，遺伝資源の場合のように
PIC取得・MAT設定・利益配分を義務づけているわけではない。
⑵ 名古屋議定書と伝統的知識
緩やかな保護を定めた CBDから一歩進み，名古屋議定書では，伝統的
知識に対しても PIC取得・MAT設定・利益配分の枠組みが示された。以
下，その内容を概説する11。
ⅰ 適用範囲
名古屋議定書は，① CBD第15条の規定の範囲内の遺伝資源及びその利
用から生ずる利益，並びに②遺伝資源に関連する伝統的知識であって
CBDの範囲内のもの及び当該伝統的知識の利用から生ずる利益に適用す
ると規定している（第3条）。また，伝統的知識へのアクセスに関する第7
条は，「遺伝資源に関連する伝統的知識であって先住民の社会及び地域社
会が有するもの」について規定している。
このことから，名古屋議定書が対象としているのは，「CBDの範囲内」
の「遺伝資源に関連する」「伝統的知識」であって「先住民の社会及び地
域社会が有するもの」に限定される。
10 indigenous and local communities embodying traditional lifestyles relevant for the
conservation and sustainable use of biological diversity
11 名古屋議定書の詳細については，以下を参照されたい。磯崎博司「条約の実施確
保に向けて：国内措置の整備義務」地球環境学第10号（2015年）1-26頁（以下，磯
崎［実施確保］）；同「名古屋議定書に対応する国内法令」地球環境学第11号（2015
年）125-128頁（以下，磯崎［国内法令］）。
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一方，時間的な適用範囲に関して，名古屋議定書の起草過程では開発途
上国より遡及適用を求める声があがり，主要な論点となった。最終的に採
択された名古屋議定書には遡及に関する規定（別段の合意）は置かれてい
ないため，条約不遡及の原則により遡及はしないと理解されている（条約
法に関するウィーン条約第28条）。したがって，名古屋議定書が締約国に
おいて発効した後に取得された遺伝資源及び遺伝資源に関連する伝統的知
識に対して適用される。
ⅱ 伝統的知識の保護
名古屋議定書第7条は，遺伝資源に関連する伝統的知識の取得の機会の
提供に関して規定しており，締約国に対し，国内法令に従い，遺伝資源に
関連する伝統的知識であって先住民の社会及び地域社会が有するものにつ
いて，当該先住民の社会及び当該地域社会の事前の情報に基づく同意
（PIC）又は承認及び参加を得て取得されること，並びにMATが設定され
ていることを確保するために，適宜，措置をとるよう求めている。このよ
うに伝統的知識の取得についても，PIC・MATを求める枠組みが示され
た。ただし，伝統的知識に関する PICは「先住民の社会及び当該地域社
会」の PIC であること，また「PIC 又は承認（approval）及び参加（in-
volvement）」と規定している点に留意する必要がある。
この他，名古屋議定書第12条では，締約国に対し，①議定書に基づく義
務の実施にあたり，国内法令に従い，遺伝資源に関連する伝統的知識につ
いて，必要に応じ先住民の社会及び地域社会の慣習法，規範及び手続を考
慮すること，②伝統的知識の潜在的な利用者に対し当該潜在的な利用者の
義務を知らせるための仕組みを確立すること，③伝統的知識に係る ABS
に関する規範の策定，利益配分に関する契約条項のひな型作成などに関し，
先住民の社会及び地域社会を支援することを求めている。
さらに，国境を越えた状況で存在する伝統的知識や PICの付与／取得
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ができない伝統的知識の利用から生ずる利益の配分のため，地球的規模の
多数国間の利益の配分の仕組み12の必要性及び態様について検討するよう
規定するとともに（第10条），複数の締約国にわたる一又は二以上の先住
民の社会及び地域社会によって遺伝資源に関連する同一の伝統的知識が共
有されている場合について，当該複数の締約国は，議定書の目的を実現す
るため，適宜協力するよう規定している（第11条2項）。
ⅲ ABSクリアリング・ハウス13（ABS-CH）
遺伝資源や伝統的知識の ABS関連の情報共有のための手段として，名
古屋議定書に基づき，ABS-CHが設置されている（第14条）。ABS-CHで
は，以下の情報を含む様々な情報が公開され，検索可能になっている。
① 議定書によって必要とされる情報（第14条2項）
⒜ ABSに関する立法上，行政上及び政策上の措置
⒝ 国内の中央連絡先及び権限ある当局に関する情報
⒞ PIC付与の決定及びMATの設定を証明するものとしてアクセ
スの際に発給された許可証又はこれに相当するもの14
② 追加的な情報（入手可能であり，適当な場合）（第14条3項）
⒜ 先住民の社会及び地域社会の権限ある関係機関並びに当該機関
が権限を有することの決定についての情報
⒝ 契約の条項のひな型
12 伝統的知識の利用者がこの仕組みを通じて配分する利益は，生物の多様性の保全
及びその構成要素の持続可能な利用を地球的規模で支援するために利用される。
13 The Access and Benefit-Sharing Clearing-House（https://absch.cbd.int/）
14 ABS-CH に掲載されることにより，国際的な遵守の証明書（International
Recognized Certificate of Compliance：IRCC）として機能する。
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⒞ 遺伝資源について監視するために開発された方法及び手段
⒟ 行動規範及び最良の実例（ベスト・プラクティス）
③ 利用国における利用の監視に関係する情報（第17条1項⒜ⅲ）
締約国は，遵守を支援するために，適宜，遺伝資源の利用につい
て監視（モニタリング）し，透明性を高めるための措置をとること
とされており，一又は二以上の確認のためのチェックポイントを指
定することが定められている。このチェックポイントは，適宜，
PIC，遺伝資源の出所，MATの設定又は遺伝資源の利用に関する
関連情報を収集し，又は受領する。当該関連情報については，適宜，
関連する国内当局，PICを与える締約国及び ABS-CHに提供するこ
ととされている。
伝統的知識へのアクセスに関しては，先住民の社会及び地域社会の権限
ある関係当局やこれら社会の慣習法，規範及び手続等の把握が困難な場合
も少なくないことから，ABS-CHによる情報の共有や利用者の義務の明確
化が望まれている。
2．各国法（地域）による伝統的知識の保護
CBD・名古屋議定書に関連した各国及び地域の法整備には，「提供国措
置」と「利用国措置」の二つの観点がある。我が国が現在検討を進めてい
るのは，主として「利用国措置」としての側面である。
⑴ 名古屋議定書と国内法令
ⅰ 提供国措置
「提供国措置」（Providing country measures）とは，遺伝資源や伝統的
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知識の提供国15が，自らの管轄内の遺伝資源や伝統的知識へのアクセスと
利益配分に関し，国内法令で PICや MAT等の手続を定めたものである
（提供国措置を設けるかどうかは各国の裁量に委ねられており，提供国は
PICを求めない，MATの内容について定めない（規制しない）という判
断を行うことも可能。）。
CBD第15条1項において，各国は自国の天然資源に対して主権的権利
を有するものと認められ，遺伝資源の取得の機会について定める権限は，
当該遺伝資源が存する国の政府に属し，その国の国内法令に従うことが規
定されている。CBDの採択後に主として開発途上国で PIC・MAT・利益
配分を定める ABS法の制定が続いたことから，CBDによって新しく遺伝
資源に対する各国の主権的権利が認められたと理解されることがあるが，
自国の天然資源等に対する主権的権利16は，それまでの一般国際法におい
て確立していた考えであり，CBD ではこのことが明文で示された（確
認・認知された）に過ぎない17。
一方，名古屋議定書では，遺伝資源の利用のための取得の機会が与えら
れるためには，提供国の PICを必要とする（当該提供国は PIC不要と決
定することも可能）とした上で（第6条1項），提供国が PICの取得を要
求する場合には，次の事項を行うために適宜，必要な立法上，行政上又は
政策上の措置をとるよう求めている（同条3項）。
15 「遺伝資源の提供国」とは，生息域内の供給源（野生種の個体群であるか飼育種
又は栽培種の個体群であるかを問わない。）から採取された遺伝資源又は生息域外
の供給源から取り出された遺伝資源（自国が原産国であるかないかを問わない。）
を提供する国をいう（CBD第2条）。
16 各国の「主権」ではなく，「主権的権利」とされた背景として，環境汚染の防止
や自然資源の保全は国際社会の共通の関心事項であり，国家領域内に存在する資源
であっても，その開発利用はその国の完全な主権の下に置かれるべきではないとい
う認識があった。磯崎・前掲注(11）［実施確保］9頁。
17 詳しくは，磯崎・前掲注(11）［実施確保］8頁以下。
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⒜ ABSに関する国内の法令又は規則に法的な確実性，明確性及び
透明性を与えること。
⒝ 遺伝資源へのアクセスに関する公正な，かつ，恣意的でない規則
及び手続を定めること。
⒞ PICの申請方法に関する情報を提供すること。
⒟ 国内の権限のある当局が費用対効果の大きな方法で，かつ，合理
的な期間内に，明確な，かつ，透明性のある書面による決定を行う
ことについて定めること。
⒠ PIC付与の決定及びMATの設定を証明するものとして，アクセ
スの際に許可証又はこれに相当するものの発給について定め，
ABS-CHに通報すること。
⒡ 必要な場合には，国内法令に従い，遺伝資源の取得の機会の提供
について先住民の社会及び地域社会の PIC又は承認及び参加を得
るための基準又は手続を定めること。
⒢ MATの要求・設定に関する明確な規則及び手続を確立すること。
したがって，名古屋議定書に則した提供国措置であるためには，上記⒜
～⒢の要件を満たす必要がある。CBDにおいても提供国にアクセスの容
易化を求める努力規定18はあったが，名古屋議定書第6条は提供国に対し，
ABS法令の法的な確実性，明確性及び透明性等の確保を義務づけている。
ただし，第6条は遺伝資源の取得の機会の提供に係る規定であり，上述し
た遺伝資源に関連する伝統的知識の取得の機会の提供について定めた第7
条には，提供国に法的確実性等を求める条項は置かれていない。
18 CBD第15条2項は，「締約国は，他の締約国が遺伝資源を環境上適正に利用する
ために取得することを容易にするような条件を整えるよう努力し，また，この条約
の目的に反するような制限を課さないよう努力する」と規定している。
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一方で，名古屋議定書は締約国に対し，ABSに関する立法上，行政上
及び政策上の措置，国内の中央連絡先，PIC取得・MAT設定の証明文書
等の情報を ABS-CHに提供するよう求めており，ABS-CHでは既に様々な
情報が公開されている。
ⅱ 利用国措置
名古屋議定書は，締約国に対し，自国の管轄内で利用される遺伝資源に
関し，他の締約国の ABSに関する国内法令又は規則に従い，PICの取得
及びMATの設定が行われていることを確保するために，適当で効果的な，
かつ，均衡のとれた立法上，行政上又は政策上の措置をとるよう求めてい
る（第15条1項）。そして，自国の管轄内で利用される遺伝資源に関連す
る伝統的知識についても，先住民の社会及び地域社会が所在する他の締約
国の ABSに関する国内法令又は規則に従い，これらの社会の PIC又はこ
れらの社会の承認及び参加を得て取得され，さらにMATの設定が行われ
ていることを確保するために，適宜，適当で効果的な，かつ，均衡のとれ
た立法上，行政上又は政策上の措置をとるよう求めている（第16条1項）。
さらに，遺伝資源については，遵守支援のために，締約国に対し，適当
な場合には，遺伝資源の利用について監視（モニタリング）し，透明性を
高めるための措置を講じるよう求めている（第17条1項）。
こうした提供国措置で求められた PIC・MATを利用国で確認するため
の措置が，「利用国措置19」（User country measures）である。
遺伝資源又は伝統的知識の提供国が名古屋議定書の締約国であって，当
該提供国の国内法令等で遺伝資源又は伝統的知識へのアクセスに際して
PICの取得・MATの設定を求めており，遺伝資源についてはさらに当該
国内法令が上記⒜～⒢の要件を満たしている場合に，名古屋議定書の枠組
19 利用国措置は，ユーザー・メジャー／ユーザー・サイド・メジャー（利用者側措
置）などとも言われる。本稿では利用国措置で統一する。
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みに乗り，利用国措置の適用対象となる。
ⅲ 各国国内法令の整備状況20
通常，開発途上国が提供国，先進国が利用国として整理されるが，先進
国が提供国，開発途上国が利用国となる場合もあり得る。また，先進国に
おいて利用国措置が検討される際には，あわせて提供国措置を設けるかが
議論されることも多い。しかし，現在までのところ，主として提供国措置
は開発途上国で，利用国措置は先進国で整備されている。
2016年9月10日現在，ABS-CHには，43か国の70の立法上，行政上又は
政策上の措置（Legislative, Administrative or Policy Measures）が登録され
ている21。この70の「立法上，行政上又は政策上の措置」には，提供国措
置，利用国措置，又はその両方の規定を有するものが含まれている。
名古屋議定書の実施における伝統的知識の取り扱いについては多様な論
点があるが，特に重要な論点として，ⅰ適用範囲，ⅱ保護手法の点から，
以下，先行して利用国措置を導入した欧州の国々の制度概要を整理する22。
20 各国の法整備状況等については，以下のサイトや報告書でも紹介されている。環
境省「諸外国の関係法令等（環境省暫定訳）」（http://www.env.go.jp/nature/biodic
/abs/foreign_measures.html）；（一財）バイオインダストリー協会「CBD 関連国
別情報」（http://www.mabs.jp/countries/index.html）及び各年度の委託事業報告
書；（共）国立遺伝学研究所知的財産室 ABS 学術対策チーム「調査報告」（http:
//nig-chizai.sakura.ne.jp/abs_tft/report/top/）；（一社）日本国際知的財産保護協会
「知的財産と遺伝資源の保護に関する各国調査研究報告書」（2013年）（http://www.
jpo.go. jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/zaisanken_kouhyou/h24_report_04.pdf）；同
「各国における遺伝資源の利用と特許制度に関する調査研究報告書」（2016年）
（https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/zaisanken_kouhyou_h27/h27_
report_06.pdf）
21 2016年9月10日現在，ABS-CH上，「立法上，行政上又は政策上の措置」（国別記
録（National Records））の項目で126の登録が表示されるが，EU加盟国の多くは
国内措置として EU規則及び EU実施規則を登録しているため，この重複を除くと
70となる。
102 専修法学論集 第128号
なお，現在各国で法整備が進められているが，以下の内容は2016年9月10
日時点の ABS-CHの情報をもとにしている。
（2）EU23
EUは，2014年5月16日に名古屋議定書の批准手続を行い，2014年10月
12日に EUについて効力が発生した。名古屋議定書への対応として，EU
は以下の規則，実施規則及びガイダンスを策定している。
① 「EUにおける遺伝資源へのアクセス及びその利用から生ずる利益の
公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定書に基づく利用者の遵守措置に
関する2014年4月16日付の欧州議会及び理事会規則（EU）No 511/
201424」（2014年4月16日採択，2014年10月12日発効（第4条「利用者
22 EU加盟国で EU規則と EU実施規則以外の情報を登録している場合について，
① EU規則で求められる罰則について規定する法令を登録している国，② EU規則
実施に際し，追加的な国内措置を定めた法律を登録している国，③単に EU規則の
発効と担当官庁等を定めるのみで特段実体的な内容を含まない文書を登録している
国がある。2.⑶以降では②の国の措置を取り上げる。
23 EUの遵守措置の詳細については，磯崎・前掲注(11)［国内法令］114-128頁；
髙倉成男「発効間近の『名古屋議定書』─ EUの実施方法から学ぶこと」（http://
www.rieti.go.jp/jp/special/special_report/068.html）；井上歩「名古屋議定書の下で
の利用国遵守措置─ EU 規則 No511/2014の概要─」生物工学雑誌第93巻第10号
（2015年）587-592頁；井上歩「名古屋議定書の下での EU域内遵守措置『EU規則
No511/2014』の現状」バイオサイエンスとインダストリー第74巻第3号（2016年）
260-265頁；拙稿「名古屋議定書実施のための EU規則の概要と課題」東海法学第
49号（2015年）228-190頁等で紹介されている。この他，Christine Godt,“The
Multi-Level Implementation of the Nagoya Protocol in the European Union,”Brendan
Coolsaet et al. (eds.), Implementing the Nagoya Protocol: Comparing Access and
Benefit-sharing Regimes in Europe (Brill Nijhoff, 2015), pp. 308-326.
24 Regulation (EU) No 511/2014 of the European Parliament and of the Council of 16
April 2014 on compliance measures for users from the Nagoya Protocol on Access to
Genetic Resources and the Fair and Equitable Sharing of Benefits Arising from their
Utilization in the Union (Text with EEA relevance), OJ L 150, 20. 5. 2014, pp. 59-71.
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の義務」，第7条「遵守のモニタリング」，第9条「遵守の確認」につい
ては，2015年10月12日発効））（以下，「EU規則」という）
② 「コレクションの登録簿，利用者による遵守のモニタリング及び最良
の実例に関する欧州議会及び理事会規則（EU）No 511/2014の実施のた
めの詳細な規則を定める2015年10月13日付の欧州委員会実施規則
2015/1866｣25（2015年10月13日採択，同年11月9日発効）（以下，「EU
実施規則」という）
③ 「EU規則の適用範囲及び主な義務に関するガイダンス文書26」（法的
拘束力なし27）（2016年8月22日採択，2016年8月27日官報掲載）（以下，
「EUガイダンス」という）
これら①～③はいずれも「利用国措置」である28。この利用国措置の起
草に際しては，「規則」が選択されたが29，EU法における「規則」は一般
25 Commission Implementing Regulation (EU) 2015/1866 of 13 October 2015 laying
down detailed rules for the implementation of Regulation (EU) No 511/2014 of the
European Parliament and of the Council as regards the register of collections,
monitoring user compliance and best practices, OJ L 275, 20. 10. 2015, pp. 4-19.
26 Guidance document on the scope of application and core obligations of Regulation
(EU) No 511/2014 of the European Parliament and of the Council on the compliance
measures for users from the Nagoya Protocol on Access to Genetic Resources and the
Fair and Equitable Sharing of Benefits Arising from their Utilisation in the Union, OJ C
313, 27.8.2016, pp. 1-19.
27 本ガイダンスは関連する EU立法の特定の側面に関する情報提供を目的として作
成されたものであって，法的拘束力はないと説明されている（EUガイダンス1.
パラグラフ5）。なお，この「適用範囲及び主な義務に関するガイダンス」のほか，
産業セクターごとのガイダンスの策定も予定されている。
28 EU規則は利用国措置を定めたもので，提供国措置（アクセス規制）は対象とし
ていないことが EUガイダンスでも明示されている（EUガイダンス1. パラグラ
フ2）。
29 EU の「法行為」には，「規則（regulations）」「指令（directives）」「決定（deci-
sions）」「勧告（recommendations）」がある（EU運営条約第288条1項）。
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的な適用性を有し，その全てが法的拘束力をもち，全ての EU加盟国にお
いて直接適用可能である（EU 運営条約第288条2項）。そのため，当該
EU規則は各加盟国で国内担保措置を講じることなく発効と同時に自動的
に国内法として効力を有することになる（ただし，当該 EU規則違反に対
する罰則については各国に別途立法を求めている。）。EU加盟国は，ABS-
CHに EU規則及び EU実施規則を国内措置として登録している。
ⅰ 適用範囲
⒜ 対象となる伝統的知識の内容・範囲
EU規則はまず Recital⑸において，「先住民の社会及び地域社会が保有
する伝統的知識は，遺伝資源の興味深い遺伝的又は生化学的性質の科学的
発見の糸口となる重要な情報を提供する可能性がある。そうした伝統的知
識には，生物多様性の保全及び持続可能な利用に関連する伝統的な生活様
式を有する先住民の社会及び地域社会の知識，工夫及び慣行を含む30」と
述べ，伝統的知識の価値を強調している。
そして，「遺伝資源に関連する伝統的知識（traditional knowledge associ-
ated with genetic resources）」について，「先住民の社会又は地域社会が有
する伝統的知識であって，遺伝資源の利用に関連し，かつ，遺伝資源の利
用に適用される相互に合意する条件（MAT）において記載されているも
のをいう」と定義している（EU規則第3条⑺）。なお，「相互に合意する
条件（MAT）」については，「遺伝資源又は遺伝資源に関連する伝統的知
識の提供者と利用者の間で結ばれる契約上の取決めであって，当該遺伝資
源又は遺伝資源に関連する伝統的知識の利用から生ずる利益の公正かつ衡
平な配分に関する具体的な条件を定め，当該利用並びにその後の応用及び
商業化に関する追加的な条件を含むことができるものをいう」と定義して
30 EU規則の Recital⑸の後半部分は，CBD第8条⒥の規定の一部を引用したもの
である。
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いる（EU規則第3条⑹）
「遺伝資源に関連する伝統的知識」については，CBDでも名古屋議定書
でも定義されておらず，現時点で国際的に合意された定義は存在しない。
EU規則も Recital⒇においてこの点に言及しつつ，「遺伝資源に関連する
伝統的知識に関する事項並びに先住民の社会及び地域社会の利益を保護す
るための措置の実施に係る EU加盟国の権限及び責任を損なうことなく，
提供者及び利用者のために柔軟性及び法的確実性を確保するため，EU規
則において遺伝資源に関連する伝統的知識という場合には，利益配分に関す
る取決めに定められているとおりとする」と説明している。なお，EU規則
は，「先住民の社会又は地域社会」について，特に定義も説明もしていない。
一方，上述したとおり，名古屋議定書は，提供国に対し，ABS法令に
ついて法的な確実性，明確性及び透明性の確保と ABS-CHでの公開を義
務づけており（第6条3項及び第14条2項），この義務が果たされること
で，利用者や利用国の権限ある当局は，提供国の法令に関する情報を容易
に入手することが可能になる。
このことを前提として31，EU規則はその適用範囲について，「本規則は，
各国が主権的権利を行使する32遺伝資源及び遺伝資源に関連する伝統的知
識であって，EUにおける名古屋議定書の効力発生後にアクセスされるも
31 提供国の ABS 法が ABS-CH において公開されていることを前提としつつも，
ABS-CHに ABS措置に関する情報が公開されていないが，当該国に ABS法令が存
在すると考えるに足る理由がある場合等については，名古屋議定書に基づき指定さ
れた提供国の中央連絡先（National Focal Points：NFP）に直接連絡することを推
奨している。当該国の NFPは国内における遺伝資源へのアクセスに必要となる手
順を明確に提示する立場にある。NFPからの回答の入手に向けて合理的な行動を
とったにもかかわらず回答が得られない場合には，（潜在的な）利用者は当該遺伝
資源へのアクセスやその利用を行うか否かを自身で決定する必要がある（EUガイ
ダンス3.2.）。
32 公海等の国家主権が及ばない地域や南極条約体制の対象となる地域から入手され
る遺伝資源等は対象外となる。
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のに対して適用される。本規則はまた，上記の遺伝資源及び遺伝資源に関
連する伝統的知識から生ずる利益にも適用される」と規定している（EU
規則第2条1項）。さらに，「名古屋議定書の締約国の ABS法令又は規制
要件が適用される遺伝資源及び遺伝資源に関連する伝統的知識に適用す
る」とも規定している（同条4項）。
⒝ 時間的な適用範囲（遡及）
EU規則の時間的な適用範囲（遡及問題）に関し，EU規則は「各国が
主権的権利を行使する遺伝資源及び遺伝資源に関連する伝統的知識であっ
て，EUにおける名古屋議定書の効力発生後に取得（アクセス）されるも
のに対して適用される」と規定している（EU規則第2条1項）（下線筆
者）。EU規則は EU域内において名古屋議定書が発効した2014年10月12
日以降に適用されている。したがって，EU規則は2014年10月12日以後に
アクセスが行われた遺伝資源・伝統的知識にのみ適用され，遡及適用は行
われない。EU規則発効以前にアクセスが行われた遺伝資源は，たとえそ
の利用が発効後に行われる場合であっても，規則の適用対象外となる
（EUガイダンス2.2.）。
⒞ 地理的な適用範囲
EU規則は，EU域内において（EU規則の適用範囲内となる）遺伝資源
又は遺伝資源に関連する伝統的知識を利用する全利用者に適用される。し
たがって，EU域外における利用は規則の適用対象外となる。企業が EU
域内において製品の商業化を行う際，当該製品が EU域外における遺伝資
源の利用を通じて開発された場合（研究及び開発の全ての過程が EU域外
で行われた場合）には，EU規則の対象にはならない（EUガイダンス2.5.）。
加えて，ⅱで述べる保護手法とあわせて考えると，EU規則では，提供
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国の ABS法令が適用可能なものであること，また PICの取得やMATの
設定を定めていることを前提としている。
以上のことから，EU規則の適用対象となる伝統的知識は，以下の内容
を全て満たすものに限定される。
① 名古屋議定書の当事国であって，
② 同議定書に則した（PIC付与・MAT設定）
③ 適用可能な提供国措置を策定している国で33，
④ 先住民の社会又は地域社会が有するものであって，
⑤ 遺伝資源の利用に関連し，
⑥ 遺伝資源の利用に適用される相互に合意する条件（MAT）におい
て記載されており，
⑦ EUにおける名古屋議定書の発効日（2014年10月12日）以後34にア
クセスが行われ，
⑧ EU域内において利用されるもの
ⅱ 保護手法
EU規則は，遺伝資源及び遺伝資源に関連する伝統的知識の利用に関し，
利用者に対し，当該遺伝資源・伝統的知識が提供国の適用可能な ABS国
内法令に従ってアクセスされ（PIC取得・MAT設定），利用から生じた利
33 なお，EUガイダンスは，先住民の社会及び地域社会から遺伝資源やとりわけ遺
伝資源に関連する伝統的知識を入手する場合について，たとえ国内法令で求められ
ていなくとも，当該遺伝資源又は関連する伝統的知識を有する先住民の社会及び地
域社会の見解及び立場を考慮し，MATに反映するのが最良の実例といえると説明
している（EUガイダンス3.4．）。
34 EU規則のうち，第4条「相当の注意義務」，第7条「利用者の遵守のモニタリ
ング」，第9条「利用者の遵守に対するチェック」は1年後の2015年10月12日に発
効している。したがって，利用者の具体的な義務の発生は，2015年10月12日以降と
なる（EUガイダンス2.2.）。
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益がMATに基づいて公正かつ衡平に配分されることを確保することにつ
いて，「相当の注意35」（due diligence）を払って確認するよう求めている
（EU規則第4条1項）。
具体的には，利用者は，相当の注意義務を果たしたことを証明するため
に，以下の情報を求め，保管し，後続の利用者に移転（seek, keep and
transfer to subsequent users）しなければならない（同条3項）。
35 EUガイダンスは，「相当の注意義務」の概念の理解は使用される文脈により異
なる可能性を指摘しつつ，以下の要素が一般的なものとして，主要な研究や判決に
おいて繰り返し引用されていると説明している（EUガイダンス3.1.）。
・相当の注意義務とは，特定の状況において人又は組織に合理的に期待される判断
及び決断をいう。それは体系的な情報の収集及び利用に関するものである。それ
自体は特定の結果を保証するものでも完全性を意図するものでもないが，徹底性
及び可能な限りの最善の努力を求めるものである。
・相当の注意義務の履行は，単なる規則及び措置の採用に留まらない。その適用及
び施行にも注意を払う必要がある。経験及び時間の不足は法廷では十分な抗弁と
はみなされていない。
・相当の注意義務は，状況に順応すべきである。例えば，より危険な活動について
はより一層の注意を払うべきであり，新しい知識又は技術には先行する実例の応
用が必要となる可能性がある。
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国際的に認められた遵守の
証明書が入手可能な場合
国際的に認められた遵守の証明書及び後続の利
用者に関連するMATに関する情報
国際的に認められた遵守の
証明書の入手ができない場
合
①遺伝資源又は遺伝資源に関連する伝統的知識
へのアクセス年月日及びその場所
②利用した遺伝資源又は遺伝資源に関連する伝
統的知識の説明
③遺伝資源又は遺伝資源に関連する伝統的知識
が直接に得られた出所及び遺伝資源又は遺伝
資源に関連する伝統的知識の後続の利用者
④アクセスと利益配分に関する権利及び義務の
有無（その後の応用及び商業化に関する権利
及び義務を含む。）
⑤アクセス許可証（該当する場合）
⑥相互に合意する条件（MAT）（利益配分に関す
る取決めを含む。）（該当する場合）
このような情報の入手，保管，移転について利用者が合理的な措置を実
施した場合（即ち相当の注意を払った場合），当該利用者は EU規則を遵
守しているとみなされる。この「相当の注意義務」の実施のための枠組み
として，コレクションの登録制度や最良の実例の認定制度等も導入されて
いる36。
利用者は，所有している情報が不十分な場合又はアクセス及び利用の合
法性に対する不確実性が残る場合には，PIC取得・MAT設定をやり直す
か，利用を中止しなければならない（第4条5項）。なお，利用者は，こ
れら情報を「利用期間の終了後20年間」という長期にわたり保管しておか
なければならない（第4条6項）。
利用者には上記義務が課せられており，利用者はこの義務を果たしてい
ることを各 EU加盟国が指定するそれぞれの権限ある当局に対して申告し，
権限ある当局が内容を確認する（利用者の遵守のモニタリング（第7条））。
この他，権限ある当局はリスクベースに基づく場合や不遵守に関する情報
を入手した場合にも利用者の遵守のチェックを行う（第9条）。
【罰則】
EU規則は，EU加盟国に対し，EU規則第4条（利用者の義務）及び第
7条（遵守のモニタリング）の規定への違反に適用する罰則規定を定め，
かつそれらが実施されることを確保するために必要なあらゆる措置をとる
こと（第11条1項），規定される罰則は効果的で均衡がとれており，かつ
抑止的なものでなければならないこと（第2項），罰則規定について2015
年6月11日までに欧州委員会に通報すること（第3項）等を義務づけてお
り，罰則の内容については各国の裁量に委ねている。
36 これらについては，磯崎［国内法令］・前掲注(11)116，118頁；井上［生物工
学］・前掲注(23)589-590頁；井上［B&I］・前掲注(23)262-265頁等を参照されたい。
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⑶ フィンランド
フィンランドは，2016年6月3日に名古屋議定書の批准手続を行い，
2016年9月1日に当事国となった。フィンランドは EU加盟国であり，
ABS-CHには，国内措置として EU規則及び EU実施規則の2つを登録し
ているが，この他，2016年6月22日に制定した「生物多様性条約に関する
名古屋議定書の実施に関する法律37」（以下，「フィンランド法」という）
も登録している（2016年3月1日採択，2016年9月1日施行）。この法律
は，名古屋議定書及び EU規則の実施を目的として制定された「利用国措
置」であるが，一部「提供国措置」の内容も含んでいる。
ⅰ 適用対象
⒜ 対象となる伝統的知識の内容・範囲
フィンランド法は，「適用範囲」に関し，「本法は，遺伝資源及び関連す
る先住民族の伝統的知識へのアクセス及び利益配分に関する名古屋議定書
の条項を実施する締約国の法令又は規則の適用対象であって，輸入された
遺伝資源及び関連する先住民族の伝統的知識（alkuperäiskansojen peri-
nteiseen tietoon; traditional knowledge of indigenous peoples）に適用され
る」と規定している（第2条1項）。ただし，「先住民族」「伝統的知識」
についての定義は置かれていない。
また，「遺伝資源に関するサーミ人の伝統的知識」とは，サーミの文化
で発達し，維持され，伝統に従って代々受け継がれた，遺伝資源の利用に
関する知識，技能及びノウハウであって，相互に合意した条件（MAT)38
37 394/2016 Laki biologista monimuotoisuutta koskevaan yleissopimukseen liittyvän
Nagoyan pöytäkirjan täytäntöönpanosta, Julkaistu Helsingissä 30 päivänä toukokuuta
2016 (www.finlex.fi/fi/laki/kokoelma/2016/sk20160394. pdf）
38 第4条4項において，本法におけるMATとは，EU規則第3条6項で定義され
たMATのことであると規定されている。
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の中で記載されているものをいう」と規定している（第4条2項）。（下線
筆者）
⒝ 時間的な適用範囲（遡及）
「本法は，本法の発効前に輸入された遺伝資源及び関連する先住民族の
伝統的知識には適用されない」と規定しており（第18条2項），遡及を否
定している（下線筆者）。
適用対象の制限要件は，2.⑵⒞で整理した EU規則の要件に基本的には
準拠しているものの，「地域社会」の語を使用せず先住民族の伝統的知識
と規定している点，規定上は対象となる伝統的知識の範囲に関しMATへ
の言及がない点（サーミの伝統的知識については言及あり），遡及につい
ては発効後のアクセスではなく輸入が対象となる点などが異なっている。
ⅱ 保護手法
⒜ 利用国措置
EU規則に則した権限ある当局への通知・情報提供，情報の保管と当該
情報の後続の利用者への移転などの枠組みが導入されている。具体的には，
名古屋議定書の締約国の法令又は規則が適用される遺伝資源又は関連する
伝統的知識をフィンランドに輸入する利用者は，輸入から6か月以内に権
限ある当局（フィンランド環境センター及び自然資源センター39）に通知
を行い，EU規則第4条3項に定める情報を提供しなければならない（第
5条）。
39 家畜・農業，林業，狩猟・漁業の遺伝資源及び食品，農業又は加工に利用する栽
培植物の近縁野生種の遺伝資源及び関連する先住民族の伝統的知識については自然
資源センターの権限に属し，その他の遺伝資源及び関連する先住民族の伝統的知識
は，フィンランド環境センターの権限に属する（第11条）。
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【罰則】
上記通知義務を怠った場合，権限ある当局は，罰金の通告，業務の一部
又は全部停止の通告により，利用者に通知を義務づけることができる（第
15条）。条件付き罰金通告や強制遵守通告等については，別の法律で定め
られる。EU規則で定められた情報の入手，保管，移転の義務，20年の保
存義務，権限ある当局への申告及び情報提供義務に違反した場合は，原則
として罰金刑が科される（軽微な行為の場合や他の法律でさらなる厳罰が
規定されている場合を除く。）（第17条）。
⒝ 提供国措置：サーミ人データベース策定
上記利用者の義務は，「利用国措置」であるが，一方で，フィンランド
法はサーミ人の伝統的知識に関し，「提供国措置」を導入している。
サーミ議会は，研究及び開発での利用を目的とする遺伝資源に関連する
サーミ人の伝統的知識を保存できるデータベースを管理する。サーミ議会
は，権限ある当局に対し，データベースの情報に含まれる遺伝資源につい
て通知しなければならない（第6条）。
このデータベースの情報を取得する権利については，権限ある当局に申
請を行う。申請にあたっては，対象となる遺伝資源，関連する情報の利用
目的及び利用者を特定しなければならない。また，権限ある当局は，申請
についてサーミ議会に通知しなければならない（第7条）。
利用者にデータベースの情報を譲渡するには，権限ある当局が承認した，
サーミ議会と利用者間でのMATの設定が前提となる。サーミ人独自の言
語，文化，先住民族としての地位の推進のために，サーミ議会は，開示す
る知識の利用から生ずる利益をサーミ人に公正かつ衡平に配分するよう求
めることができる。権限ある当局は，必要に応じてサーミ議会とMATに
ついて交渉しなければならない。交渉に関しては，サーミ議会法40
（974/1995）第9条で交渉義務について定める事項が適用される。
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なお，「サーミ人の権利の衰退の禁止」として，データベースに含まれ
る伝統的知識の利用によって，サーミ人が先住民族として帰属する自己の
文化を維持・発展させ，また伝統的な生計を営む手段を実践する可能性を，
限られた範囲以上に衰退させてはならないと規定している（第8条）。
⑷ デンマーク
デンマークは2014年5月1日に名古屋議定書の批准手続を行い，2014年
10月12日に当事国となった。EU加盟国であり，ABS-CHには，EU規則・
EU 実施規則のほか，「遺伝資源の利用から生ずる利益の配分に関する
2012年12月23日付法律第1375号41」（2014年10月12日施行）（以下，「デン
マーク法」という）を登録している42。
ⅰ 適用対象
⒜ 対象となる伝統的知識の内容・範囲
「伝統的知識」についての定義は置かれていない。
デンマーク法は，「先住民の社会及び地域社会が有する遺伝資源に関連
する伝統的知識は，名古屋議定書第7条に基づき，当該伝統的知識の提供
国の法律に違反して取得された場合，デンマークで利用してはならない」
と規定している（第4条1項）。さらに，この第1項について，「名古屋議
定書の締約国であって，名古屋議定書の第7条に従い法律を制定している
国から取得された伝統的知識に適用する」と規定している（同条2項）。
40 Laki saamelaiskäräjistä (974/1995) Finlex. Viitattu 9.4.2010. (http://www.finlex.
fi/fi/laki/ajantasa/1995/19950974）
41 LOV nr 1375 af 23/12/2012 om udbyttedeling ved anvendelse af genetiske
ressourcer（https://www.retsinformation.dk/Forms/R0710.aspx?id=144940&exp=1）
42 本法は，フェロー諸島とグリーンランドには適用されない。
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⒝ 時間的な適用範囲（遡及）
デンマーク法は，同法の施行後にアクセスされた遺伝資源及び伝統的知
識に適用すると規定しており，遡及を否定している（第12条2項）。
したがって，適用対象の制限要件は，EU規則の要件とほぼ同一である
が，規定上は対象となる伝統的知識の範囲に関しMATへの言及がない。
ⅱ 保護手法
⒜ 利用国措置
上記のとおり，名古屋議定書の範囲内の提供国措置に違反して取得され
た伝統的知識はデンマークで利用できないと規定されているが，遺伝資源
についても同様の内容が規定されており（第3条），提供国措置の遵守が
求められている。そして，環境大臣は，遵守を確実にするために従うべき
手続や基準についての規則を定めることができる（そのような事項のデー
タ化についての規則も含む。）と規定していることから（第5条），今後，
別途規則で具体化されると考えられる。
【罰則】
罰則に関しては，他の法律でより重い罰則が科されていない限り，罰金
刑が与えられる（第11条1項）。違反が故意又は重過失によりなされた場
合や違反により違反者自身又は他者への経済的利益が達成又は意図されて
いる場合は，最長2年の禁固刑を科すこともできる（同条2項）。
【特許出願時の出所開示】
ABS-CHには登録されていないが，デンマークでは1998年の「生物工学
発明の法的保護に関する1998年7月6日の欧州議会及び理事会指令 98/
44/EC43」（以下，「EC バイオ指令」という）に基づき，特許出願時の出
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所開示義務が導入されている44。しかし，開示対象は ECバイオ指令の内
容に則して「生物材料（biological material）」の原産地情報であり，伝統
的知識は開示の対象ではない（特許及び補足的な保護証明書に関するデン
マーク指令第3条5項）。
⒝ 提供国措置
「提供国措置」に関し，従来デンマークでは PICを要求していないが45，
デンマーク法では，環境大臣はデンマークの野生生物からの遺伝資源の収
集については申告（利用目的に関する情報を含む。）を求める規則を定め
ることができると規定している（第6条）。しかし，関連する伝統的知識
やデンマーク国内で保全されている生息域外の遺伝資源については，特に
規定していない。
⑸ ノルウェー
ノルウェーは2013年10月1日に名古屋議定書の批准手続を行い，2014年
10月12日に当事国となった。ノルウェーは EU加盟国ではないが，欧州自
由貿易連合（European Free Trade Association：EFTA）の加盟国であり，
欧州経済地域（European Economic Area：EEA）の参加国である。EU規
則は欧州経済地域関連文書（Text with EEA relevance）であるため，欧州
43 Directive 98/44/EC of the European Parliament and of the Council of 6 July 1998 on
the Legal Protection of Biotechnological Inventions, OJ L 213 (30 July 1998), pp.
13-21.
44 特許出願時の出所開示問題及び ECバイオ指令に基づく義務については，拙稿
「遺伝資源及び伝統的知識の出所開示に関する一考察」知的財産法政策学研究第8
号（2005年）59-93頁。
45 Veit Koester,“The ABS Framework in Denmark,”in Brendan Coolsaet et al. eds.,
Implementing the Nagoya Protocol: Comparing Access and Benefit-sharing Regimes in
Europe (Brill Nijhoff, 2015), pp. 55-56, 61-62. [hereinafter Implementing the Nagoya
Protocol]
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経済領域に関する協定（EEA協定）により EU立法が適用される。
CBD・名古屋議定書関連法として，ノルウェーは，2009年6月19日に
「生物学的，地質学的及び景観上の多様性に関する法律（自然多様性
法)46」を制定しており（2009年7月1日施行），ABS-CHにも登録してい
る（以下，「自然多様性法」という）。自然多様性法の目的は，保全及び持
続可能な利用を通じて，環境が現在及び将来の人間の活動，文化，健康及
び福利の基礎（サーミ文化の基礎を含む。）となるように，生物学的，地
質学的及び景観上の多様性と生態学的プロセスを保護することである（第
1条）。同法の策定，施行は名古屋議定書の採択前であるが，「提供国措
置」とともに「利用国措置」が盛り込まれている点が特徴的である。
ノルウェーは名古屋議定書の批准にあわせ，2013年6月に自然多様性法
を改正し，新たに第61a条を追加した（第61a条は2013年7月1日に施行）。
本改正は伝統的知識の保護に関するもので，名古屋議定書第5条5項，第
7条及び第16条に基づく義務の履行を意図している47。
ⅰ 適用対象
⒜ 対象となる伝統的知識の内容・範囲
自然多様性法（及び後述するノルウェー特許法）において，「伝統的知
識」の定義は置かれていない。
伝統的知識に関する第61a条1項では，まず先住民の社会及び地域社会
46 Lov om forvaltning av naturens mangfold (naturmangfoldloven)（https://lovdata.
no/dokument/NL/lov/2009-06-19-100?q=naturmangfoldloven）この他，海洋におけ
る遺伝資源アクセスに関し，野生海洋生物資源の管理に関する法律（海洋資源法）
（2008年6月6日採択，2009年1月1日施行）も制定されている。
47 同法には，第61a条の他に，サーミ文化，サーミの伝統的な利用，サーミの利益
等への言及（第1条，第8条2項，第14条2項，第41条，第43条3項），先住民の
社会及び地域社会の利害関心への言及（第57条，第58条4項，第60条4項）等の規
定がある。
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が発展させ，伝承し，保存してきた遺伝素材に関する伝統的知識へのアク
セス及び利用に関し，当該先住民の社会及び地域社会の利益が保護され，
尊重されなければならいことを確認している。ただし，この第1項の規定
自体が先住民の社会又は地域社会の権利を確立するものではなく，権利・
義務については，第2項・第3項に従って制定される規則によって確立さ
れなければならない48。
同条第2項は，国王は，（ノルウェー国内の）遺伝素材に関連する伝統
的知識へのアクセス及び利用に際し，先住民の社会又は地域社会の同意を
必要とすることを定めた規則と罰則に関する規則（当該伝統的知識に対す
る不正なアクセス及び利用に対する補償及び救済に係る規則を含む。）を
制定することができると規定している。不正なアクセス及び利用とは，当
該アクセス及び利用に関して先住民の社会又は地域社会の同意を求める法
令が存在する場合に，同意を得ずに知識へアクセスする若しくは利用する，
又は合意された条件に反して知識を利用する行為を指す49。
さらに，第3項において，諸外国の先住民の社会及び地域社会が発展さ
せ，伝承し，保存してきた伝統的知識に関し，当該国の国内法令が遺伝素
材に関連する伝統的知識へのアクセス及び利用について先住民の社会又は
地域社会の同意を求めている場合には，国王は上記第2項に基づき制定す
る規則をこれら諸外国の伝統的知識についても適用することを決定できる
と規定している。この第3項は，先住民の社会又は地域社会が所在する諸
外国の法により，当該知識へのアクセスと利用について同意が必要である
という規定を援用する機会が与えられてることを前提としている。した
がって，伝統的知識へのアクセス又は利用に際し，法律上，同意を必要と
48 Prop. 134 L (2012-2013): Proposisjon til Stortinget (forslag til lovvedtak) [5
Merknader til de enkelte bestemmelsene i lovforslaget]（https://www.regjeringen.
no/no/dokumenter/prop-134-l-20122013/id724325/）
49 Id.
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しない国に所在する先住民の社会及び地域社会に対しては適用されない50。
このように，国王には伝統的知識に関する提供国措置及び利用国措置の
両方に係る規則を制定する権限が与えられており，現在規則（案）が検討
されている51。伝統的知識に関する規則（案）では，同意要件が免除され
るものの一つとして，合理的な期間にわたって広く先住民又は地域社会の
外に知られている伝統的知識を挙げている。
⒝ 時間的な適用範囲（遡及）
自然多様性法には，遡及に係る規定は置かれていない。
適用対象の制限要件については，遺伝素材に関連した伝統的知識である
こと，先住民の社会又は地域社会の所在する国において，法令により伝統
的知識へのアクセスに際してこれら社会からの同意の取得を求めているこ
と等が挙げられる。しかし，当該国が名古屋議定書の締約国であること，
同意の取得を求める国内法令が名古屋議定書に則したものであること等は
自然多様性法上は求められておらず，また遡及についても明確になってい
ない。
ⅱ 保護手法
⒜ 利用国措置
ノルウェーでは，名古屋議定書採択前に「遺伝素材（genetisk materi-
ale)52」に係る措置（提供国措置及び利用国措置）を導入していた。現行
50 Id.
51 Forslag til forskrift om tradisjonell kunnskap knyttet til genetisk materiale（遺伝素
材に関連する伝統的知識に関する規則(案））この他，遺伝素材の利用等に関する規
則（主として提供国措置）も検討中であるが，この中には外国由来の遺伝素材及び
伝統的知識の利用に関する規定も含まれている。
52 「遺伝素材」の用語が使われていることについて，起草過程で「遺伝資源」との
名古屋議定書の実施と伝統的知識の保護 119
の自然多様性法の第7章は，遺伝素材及び遺伝素材に関連する伝統的知識
へのアクセスについて定めている。第57条は遺伝素材の管理，第58条は自
然環境からの遺伝素材の収集及び利用（提供国措置），第59条は公的コレ
クションの遺伝素材，第60条は外国由来の遺伝素材のノルウェーでの利用
（利用国措置），第61a条は遺伝素材に関連する伝統的知識へのアクセス及
び利用（提供国措置＋利用国措置）について規定している。
遺伝素材に関する利用国措置に関しては，第60条で外国由来の遺伝素材
について，当該素材の提供国において遺伝素材の取得や輸出に際し同意の
取得が条件となっている場合には，当該同意なく輸入することはできない
と規定している。ノルウェーにおいて，研究又は商業目的で外国由来の遺
伝素材を利用する場合には，提供国の情報を提出しなければならず，もし
も当該提供国で取得や輸出に同意が求められる場合には，同意取得を示す
情報を提出しなければならない。
一方，伝統的知識に関する第61a条の内容は⑸ⅰ⒜で述べたとおりであ
るが，やはり「同意」取得を基本としていることから，今後の具体化にお
いて遺伝素材と同様に情報提供が求められる可能性が高い。この同意の確
認方法や必要とされる情報の種類などが規則等で明確化されたのち，具体
的な義務として運用可能となる。
また，視点は違うが，伝統的知識の利用に関して，遺伝素材に関連する
伝統的知識に関する規則（案）には，先住民の社会又は地域社会に対して
侮辱的でない形での伝統的知識の利用を求める規定が盛り込まれており，
他の国のアプローチと異なっている（規則(案)第4条）。
間で特に実質的な違いを持たせたわけではないとされている。Morten Walløe
Tvedt,“Norwegian Experiences with ABS,”in Implementing the Nagoya Protocol,
supra note 45, p. 177.
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【特許出願時の出所開示】
ABS-CHには登録されていないが，ノルウェー特許法53でも，特許出願
時の出所開示義務が導入されている（第8b条）。発明が生物材料（biolo-
gisk materiale）又は伝統的知識（eller tradisjonell kunnskap）に関係する
場合，又はこれらを使用している場合，特許出願書類に発明者が当該材料
又は知識を収集又は受領した国（提供国）に関する情報を含めなければな
らない。提供国の国内法により生物材料へのアクセス又は伝統的知識の使
用に事前の同意が必要とされる場合は，当該同意の有無について出願書類
に記載しなければならない。なお，提供国が生物材料又は伝統的知識の原
産国と同一でない場合は，原産国についても記載する必要がある。
「原産国」とは，生物材料については，当該材料が自然環境から収集さ
れた場所をいい，伝統的知識については，当該知識が開発された国をいう。
原産国の国内法が生物材料の入手又は伝統的知識の使用に際し事前の同意
を求めている場合には，特許出願書類において当該同意の有無について記
載しなければならない。情報が不明な場合には，出願人はその旨を記載す
る。情報開示義務違反は，刑法第221条により処罰され，特許出願の手続
又は付与された特許から生じる権利の有効性には影響を与えない。
このように，ノルウェーでも出所開示義務が導入されているが，ECバ
イオ指令に準拠した EU加盟国の特許法と異なり，ノルウェー特許法では，
伝統的知識も出所開示義務の対象に加えている。また，ここでいう伝統的
知識は「生物材料（又は遺伝素材）に関連した」という限定が付されてい
ない点も他と相違している。
⑹ スイス54
スイスは EU非加盟であり，欧州自由貿易連合（EFTA）には加盟して
53 Lov av 15. desember 1967 nr. 9 om patenter (patentloven)
54 名古屋議定書に対するスイスの取組については，久末弥生「スイスにおける遺伝
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いるが，欧州経済地域（EEA）には参加していない。
スイスは2014年7月11日に名古屋議定書の批准手続を行い，2014年10月
12日に当事国となった。
ABS-CHには「自然及び文化遺産の保護に関する連邦法55」（1966年7月
1日採択，1967年1月1日発効（ABS関連の改正部分は2014年3月21日
採択，2014年10月12日発効）），「遺伝資源へのアクセス及びその利用から
生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する規則56」（2016年2月1日発
効57），そして「イノベーションに対する特許に関する連邦法58」の3つを
登録している（以下，それぞれ，「スイス法」「スイス規則」「スイス特許
法」という）。
ⅰ 適用対象
⒜ 対象となる伝統的知識の内容・範囲
スイスは EU加盟国ではないが，スイス法は，遺伝資源に関し，相当の
注意義務や届出義務，コレクションの登録制度や最良の実例の認定制度等，
EU規則の枠組みに類似した制度を採用している（後述）。適用除外とな
る遺伝資源について，①名古屋議定書の締約国でない国に由来する遺伝資
源，② ABSに関する国内法令を制定していない国に由来する遺伝資源，
③名古屋議定書の締約国の管轄権外の地域に由来する遺伝資源等59を挙げ
資源に関連する伝統的知識の保護管理制度」季刊経済研究（大阪市大）第35巻第
1・2号（2012年）1-9頁でも紹介されている。
55 Bundesgesetz über den Natur-und Heimatschutz (NHG)
56 Verordnung über den Zugang zu genetischen Ressourcen und die ausgewogene
und gerechte Aufteilung der sich aus ihrer Nutzung ergebenden Vorteile (Nagoya-
Verordnung, NagV)
57 ただし，提供国措置に係る第8条については，2017年1月1日発効。
58 Bundesgesetz über die Erfindungspatente (Patentgesetz, PatG) vom 25. Juni 1954
(Stand am 1. Januar 2012)
59 この他，名古屋議定書第4条所定の専門的な国際文書が対象とする特定の使用，
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ている（第23n条2項）。
そして，先住民の社会及び地域社会が有する遺伝資源に関連する伝統的
知識については，既に公的に自由に利用可能となっていない限り60，遺伝
資源と同様に相当の注意義務及び届出義務の適用対象となると規定してい
る（第23p条）。ただし，スイス法（及び後述するスイス特許法）は，「伝
統的知識」や「公的に自由に利用可能」な状態については定義していない。
⒝ 時間的な適用範囲（遡及）
スイス法は，第23n条（相当の注意義務）及び第23o条（届出義務）は，
これらの条項の施行後に行われた遺伝資源へのアクセスに関連する行為に
適用されると規定しており，遡及を否定している（第25d条）。
したがって，適用対象の制限要件は，EU規則の要件と同じものもある
が，対象となる伝統的知識の範囲に関しMATへの言及がない点，また公
的に自由に利用可能となっていないという条件が付されている点等で異
なっている。
ⅱ 保護手法
⒜ 利用国措置
名古屋議定書に則り，遺伝資源を利用する者，又は，遺伝資源の利用か
ら利益を直接得る者（利用者）は全て，①遺伝資源が合法的に取得された
こと，②公正かつ衡平な利益配分のための相互に合意する条件（MAT）
が設定されていることを確保するために，必要に応じて，要求される相当
ヒトの遺伝資源，名古屋議定書の用語で遺伝資源としては利用されない商品（コモ
ディティ）や消費財も適用除外として挙げている（第23n条2項）。
60 solange dieses traditionelle Wissen der Öffentlichkeit nicht bereits frei zugänglich
ist
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の注意義務を果たさなければならない（スイス法第23n条1項）。この二
つの要件が満たされていない場合，利用者は事後的にこれらの要件を満た
すか，関連する遺伝資源の利用又は当該遺伝資源の利用から直接利益を得
ることを控えなければならない（第23n条5項）。
そして，上述したとおり，伝統的知識も，既に公的に自由に利用可能と
なっていない限りは，第23n条（相当の注意義務）及び第23o条（届出義
務）の適用対象になる（第23p条）。
EU規則と同様に，相当の注意義務の遵守のため，遺伝資源の利用者は
利用者の名称及び住所，アクセス日付，遺伝資源の出所等の一定の情報に
ついて，記録，保管及び後続の利用者への伝達が義務づけられている（ス
イス規則第3条1項）。情報については，①利用又は直接的な利益の取得
の終了から10年間，及び②遺伝資源又は遺伝資源の利用に基づく製品開発
が続く限り保管義務がある（同条5項）。
また，利用した遺伝資源に基づき開発した製品の販売承認時，又は販売
承認が不要な場合は商業化時の前には，相当の注意義務の遵守を連邦環境
局（Swiss Federal Office for the Environment：FOEN）に届け出なければ
ならない（第23o条1項）。これら情報の記録，保管，伝達及び届出義務
は，遺伝資源に関連する伝統的知識の利用者にも準用される（スイス規則
第5条）。
【罰則】
上記届出義務に関し，故意に情報提供をしなかった者又は誤った情報を
提供した者には，100,000スイスフラン以下の罰金が科される（違反行為
が過失による場合は，40,000スイスフラン以下の罰金となる。）（スイス法
第24a条2項）。
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【特許出願時の出所開示】
スイス特許法は，特許出願に際し，遺伝資源及び伝統的知識の出所61に
関する情報の開示を求めている（第49a条621項）。具体的には，①発明者
又は特許出願人がアクセスした遺伝資源（当該発明がこの資源に直接基づ
いている場合のみ），②発明者又は特許出願人がアクセスした遺伝資源に
関連する先住民又は地域社会の伝統的知識（当該発明がこの知識に直接基
づいている場合のみ）についての情報を開示することとし，発明者又は特
許出願人が当該出所を知らない場合には，特許出願人はこのことを書面に
より確認（confirmer）しなければならない。当該出所開示義務に関し，
特許出願時に情報の開示が行われていない場合には，当該出願は拒絶され
る。また，第49a条の下で故意に虚偽の情報を提供した者は，100,000スイ
スフラン以下の罰金に処される。
EU加盟国が導入している EUバイオ指令に基づく出所開示は「生物材
料」を対象としているが，スイス特許法は伝統的知識についても開示義務
が課せられている点で異なっている。
⒝ 提供国措置
スイス法は，提供国措置についても規定している。連邦参事会（内閣）
は，通知，許可，契約等によりスイスの遺伝資源へのアクセスを規制する
ことができる（スイス法第23q条）。スイスの遺伝資源にアクセスする場
合も利用国措置と同じく，一定の情報の記録，保管，後続の利用者への伝
達義務や届出義務が課せられているが（スイス規則第8条），伝統的知識
61 スイス特許法実施規則第45a条2項は，出所には，① CBD第2条及び第15条の
意味における遺伝資源の提供国，②食料農業植物遺伝資源条約（ITPGR）第10条2
項の意味における多国間制度，③ CBD第8条⒥で意味するところの先住民の社会
及び地域社会，④ CBD第2条で意味するところの原産国，⑤植物園や遺伝子バン
クなどの生息域外の出所，⑥科学文献を含むと規定している。
62 本条は2007年6月22日の連邦法により改正，2008年7月1日施行。
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についての言及はない。
3．考 察
これまでまとめてきた各国（地域）の国内措置をもとに，名古屋議定書
の実施における伝統的知識の保護に関する問題点について考察する。
⑴ 対象とする伝統的知識の範囲
伝統的知識の保護に関し利用国措置を講じる上で最も難しいのは，対象
とする伝統的知識の範囲の限定である。
上述したとおり，「伝統的知識」については，CBD，名古屋議定書でも
定義や説明は行われておらず，世界知的所有権機関（World Intellectual
Property Organization：WIPO）（以下，「WIPO」という）に設置された
「知的財産並びに遺伝資源，伝統的知識及びフォークロアに関する政府間
委員会（Intergovernmental Committee on Intellectual Property and Genetic
Resources, Traditional Knowledge and Folklore：IGC）」（以下，「IGC」と
いう）でもこれまで定義をめぐって議論が重ねられてきたものの，現在ま
でのところ，国際的に合意された定義は存在しない。
「伝統的知識」の範囲は非常に広いが，CBD及び名古屋議定書の規定内
容から，「遺伝資源に関連する伝統的知識であって先住民の社会及び地域
社会が有するもの」に限定することはできる。しかし，「遺伝資源に関連
する」「先住民」「地域社会」「伝統的」等の意味内容が曖昧であり，対象
を明確に捉えることは困難である。特に「地域社会」に関し，先住民（及
び少数民族等）の伝統的知識に限定して理解する国とこうした限定をせず
地域社会を広く捉える国との間の理解の乖離は大きい。
さらに，名古屋議定書には，伝統的知識の存在状態についても特に規定
がない。伝統的知識の存在状態としては，①秘密状態にあるもの，②秘密
状態ではないが未だ広く公共で共有されていないもの（幅広くは知られて
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いないもの），③既に公共で広く知られ利用可能であるもの等がある。
知的財産制度は，種々の情報のうち，一定の保護要件を満たしたものを
保護の対象としている。一方，保護要件を満たさないものや保護期間が満
了したものなどは，public domain（社会の共有財産）となり誰でも自由
に利用できる。従来の知的財産制度の下では，伝統的知識は各法律で定め
られた保護要件を満たすことが困難であるため，保護を受けることができ
ない（例えば特許制度の下では，不特定の者に秘密でないものとして発明
の内容を知られた場合，新規性要件を満たすことができなくなり，保護の
対象とならない。）。
先進国等が，伝統的知識は既に公知で保護の対象にならず，public do-
mainであると主張したのに対し，開発途上国や先住民等は，既存の知的
財産制度の下で新規性等の要件を満たさない世に知られた情報であったと
しても，誰の権利もない誰もが自由に使える情報（public domain）であ
るわけではなく，伝統的知識の利用に際しては関連する先住民の社会及び
地域社会の PIC/MAT/利益配分が必要であると主張した。そして，public
domainとの違いを示すために「publicly available」な伝統的知識という表
現を使用し始めた63。publicly availableな伝統的知識を既存の知的財産制
度で保護することは難しいため，新たな権利や sui generis制度（特別の
制度）による保護を求める声が高まり，WIPOの IGCで検討が行われて
いる。現在WIPOで交渉が進められている「伝統的知識の保護に関する
規定（案）」では，伝統的知識の秘匿性や神聖性，先住民及び地域社会と
の関係性などの要素をもとに，伝統的知識の階層化を行い，保護の方法・
強さを変えるという手法が提案され，議論が行われている64。
63 Thomas Greiber et al., An Explanatory Guide to the Nagoya Protocol on Access and
Benefit-sharing (IUCN Environmental Policy and Law Paper No. 83) (IUCN, Gland,
Switzerland, 2012), pp. 113-115.
64 The Protection of Traditional Knowledge: Draft Articles, WIPO/GRTKF/IC/31/4
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名古屋議定書の交渉過程でも，公的に利用可能な（publicly available）
伝統的知識について利益配分の対象とするか否かが議論されたが65，最終
的な条文には盛り込まれなかった。他方で，逆に伝統的知識の存在状態に
ついて明文で規定していないことから，既に知られた伝統的知識であって
も保護の対象としている提供国の ABS法も多い。
例えば，ブラジルは2015年5月20日に，「遺伝遺産に関する法律66」を
制定しているが，同法では「関連する伝統的知識」について，「遺伝遺産
の所有又は直接若しくは間接的な利用に関する先住民族，伝統的社会又は
伝統的農民の情報又は慣行」と定義している。そして，「関連する伝統的
知識へのアクセス67」とは，遺伝遺産へのアクセスを可能又は容易にする，
遺伝遺産に関連する伝統的知識（見本市，出版物，目録，映画，科学論文，
記録又は体系化されたその他の様式及び伝統的知識の登録のような二次的
な情報源から得たものも含む。）について実施された研究又は技術開発」
（下線筆者）と規定しており，広範囲な知識をその対象としている（第2条）。
提供国措置のうち，名古屋議定書の内容を超える部分については，利用
国は遵守措置の対象外とすることができる。しかし，問題は「名古屋議定
書の範囲」の確定である。時間的な制約もあり十分な議論が尽くされない
まま採択された名古屋議定書は，重要な用語の定義・内容や取り扱いが曖
昧であり，各国の解釈の幅が大きい。
このように伝統的知識の内容について名古屋議定書が沈黙し，他方で提
(May 13, 2016)
65 Draft Protocol on Access to Genetic Resources and the Fair and Equitable Sharing
of Benefits Arising from Their Utilization to the Convention on Biological Diversity,
UNEP/CBD/WG-ABS/9/L.2/Rev.1 (16 July 2010)
66 LEI No 13.123, DE 20 DE MAIO DE 2015.
67 通常，「アクセス」の用語は遺伝資源や伝統的知識の取得行為を指し，本稿でも
この意味で用いているが，ブラジル法は「アクセス」を「研究又は技術開発」と定
義している点に注意が必要である。
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供国が広範な保護対象を設定する中で，利用国措置として，どこまでを対
象範囲とするかは大きな論点となる。EU規則はMATの中で定められた
伝統的知識を対象とするという形により，伝統的知識の定義に関する問題
を回避した。スイス法は既に公的に自由に利用可能となっている伝統的知
識を，ノルウェーで現在検討されている伝統的知識に関する規則（案）で
は，合理的な期間にわたって広く先住民又は地域社会の外に知られている
伝統的知識を対象外としている。これら規定における，「公的に自由に利
用可能」「合理的な期間」「広く知られている」の意味は明確ではないが，
伝統的知識の内容ではなく存在状態からの制限を試みている。
対象とする伝統的知識の範囲に関し，上述した「あり方検討会」では，
議論の結果の検討会の意見として，以下のようにまとめている。
あり方検討会報告書68
⑨ 遺伝資源に関連する伝統的な知識の扱い
遵守措置の対象とするのは，他の締約国の先住民社会及び地域社
会が有する遺伝資源に関連する伝統的な知識とし，議定書第3条や
第7条，第16条で規定される範囲内のものに限定するべきである。
（検討すべき事項）
・遺伝資源に関連する伝統的な知識については，条約や議定書におい
て定義がなされていないこともあり，提供国からの情報提供がなけ
れば当該提供国の法令の対象となっているものを利用者が把握し，
その取得に際して当該法令を遵守することに困難が生じる。また，
議定書第12条2の規定は，こうした状況に対応するものとなってお
68 あり方検討会報告書・前掲注(5)16頁。
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り，提供国に対して，ABSクリアリングハウスを通じて行うもの
を含めて，遺伝資源に関連する伝統的な知識の潜在的な利用者にそ
の義務について知らせるための仕組みを確立することを求めている。
これらのことを踏まえて，提供国が法令において対象とする自国の
先住民社会及び地域社会が有する遺伝資源に関連する伝統的な知識
の種類等の一覧を作成し ABSクリアリングハウスを通じて周知し
ているものの範囲内で，遵守措置の対象とするものを決めること。
一方で，議定書第12条2の規定は提供国に一覧の作成を行うことま
で求めるものではなく，このため，一覧を作成しない提供国の遺伝
資源に関連する伝統的な知識を遵守措置の対象から除外する根拠は
ないことに留意し，こうした提供国の遺伝資源に関連する伝統的な
知識についての扱い。
利用者の視点からすると提供国が法令で伝統的知識へのアクセスに係る
手続とともに保護対象とする伝統的知識の一覧を作成し，それを ABS-
CHで公開していることが望ましい。しかし，報告書も指摘しているとお
り，一覧の作成を行うことまでの義務づけはなされておらず，また一覧を
作成して ABS-CHで公開することが，却って伝統的知識の保護を損なう
こともある。
他方で，スイス等のように存在状態を判断基準とするのも，その範囲の
曖昧性から問題がある。特許法の新規性要件にいう「公知69」又は「公
用70」の基準で考えるとほぼ全ての伝統的知識が対象外となるが，両国の
69 「公然知られた発明」（公知）とは，不特定の者に秘密でないものとしてその内容
が知られた発明を意味する。守秘義務を負う者から秘密でないものとして他の者に
知られた発明は「公然知られた発明」である（特許審査基準第Ⅱ部第2章1. 2. 2）。
70 「公然実施をされた発明」（公用）とは，その内容が公然知られる状況又は公然知
られるおそれのある状況で実施をされた発明を意味する（特許審査基準第Ⅱ部第2
章1. 2. 3）。
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制限では「自由に」「合理的な期間」といった文言があることから，異な
る判断基準であることがわかる。そのため，どの範囲でどのくらいの期間
どのような状態になったら「広く知られている」状態になるのかの基準の
明確化が必要となる。
対象とする伝統的知識の範囲が CBD・名古屋議定書等で明確になって
いない中で利用国措置を講じるにあたっては，どこからどのように伝統的
知識を取得したかで考えるのが最も現実的であろう。伝統的知識の取得の
方法は多種多様であろうが，検討のために単純化すると，①先住民の社会
及び地域社会から直接入手する，②提供国又は先住民等が運営する伝統的
知識のデータベースから入手する，③学術論文やインターネット情報等の
二次資料から入手する等に分けることができよう。①・②のケースでは，
その伝統的知識が秘密状態である場合もあれば，既に知られている場合も
ある。名古屋議定書の第7条，第12条及び第16条を考慮して考えると，①
又は②のケースについて，提供国が同議定書の締約国であって，国内法令
で対象とする伝統的知識の内容と PIC付与・MAT設定方法について明確
化していることが前提となる。対象となる伝統的知識は最終的にはMAT
を通じて特定されることになるので，EUのアプローチと同じである。③
のケースの場合は，名古屋議定書第10条及び第11条との関係も含め，その
保護の適否から締約国間での検討が必要であり，利用国措置の対象外とす
べきである。
⑵ 保護の手法
ⅰ PIC/MAT確保
利用国の遺伝資源に関連する伝統的知識に関する名古屋議定書への対応
措置としては，①提供国の国内法令に従い，先住民の社会及び当該地域社
会の PIC又は承認及び参加を得て取得されること，並びに②MATが設定
されていることを確認する措置が必要となる。遺伝資源の場合は上記のと
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おり法的な確実性，明確性及び透明性が求められており，各国が指定した
権限ある当局の PICを取得すればよく，遅延や煩雑さなどはあっても，
ある程度明確な手続が予想される。対して伝統的知識に関する PIC・
MATが難しいのは，先住民の社会及び地域社会の慣習法，慣例及び手続
等がそれぞれ異なることから，誰の PICをどのように取得すれば良いの
かの判断を行う必要がある点である。
この点に関連して，現在，CBDの下で先住民及び地域社会の PIC・利
益配分の確保のためのガイドライン（案)（法的拘束力なし）の起草が進
められており71，PICに係る用語の意味や PIC・利益配分の確保のために
締約国が講じるべき対応などを挙げている。また，名古屋議定書は，締約
国に対し，関係する先住民の社会及び地域社会の効果的な参加を得て，遺
伝資源に関連する伝統的知識の潜在的な利用者に対し当該潜在的な利用者
の義務を知らせるための仕組みを確立するよう求めている（第12条2項）。
名古屋議定書の枠組みの適切な運用のためには，提供国が保護対象と手
続を明確化することが最も重要である。手続面では，先住民の社会及び地
域社会の慣習法，規範及び手続の明確化と ABS-CHでの公開が最も望ま
71 「知識，工夫及び慣行へのアクセス，生物多様性の保全及び持続可能な利用のた
めのそれらの使用及び応用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分並びにそれらの不
法な専有を報告及び防止するための，先住民及び地域社会の［自由な］事前の情報
に基づく同意［又は承認及び参加］を確保するためのメカニズム，法律又はその他
の適切なイニシアティブ開発のための任意ガイドライン（案）」（Voluntary guide-
lines for the development of mechanisms, legislation or other appropriate initiatives to
ensure the [free,] prior informed consent [or approval and involvement] of indigenous
peoples and local communities for accessing their knowledge, innovations and practices,
the fair and equitable sharing of benefits arising from the use and application of such
knowledge, innovations and practices relevant for the conservation and sustainable use of
biological diversity and for reporting and preventing unlawful appropriation of traditional
knowledge, Draft Decisions for the Thirteenth Meeting of the Conference of the Parties
to the Convention on Biological Diversity, UNEP/CBD/COP/13/2 (July 25, 2016),
pp. 59-64）
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しいが，それぞれの社会によって多様であることも想定されるため，最低
限，PIC・MAT交渉の際の窓口の特定が必要である。
ⅱ データベース
伝統的知識に係るデータベースは，各国・地域で作成されているが，①
伝統的知識の保存，権利化や利益配分等を目指したデータベース（積極的
保護）と，②伝統的知識に関連する第三者の特許権等の取得を阻止するた
めの証拠としてのデータベース（消極的保護）がある。②の観点で作成さ
れたデータベースは，特許審査の場においても活用されている。
今回取り上げたサーミ人データベースは①を主たる目的としたものであ
るが，①と②の両方を目的としたデータベースの作成が，インド72や韓
国73等，様々な国や地域で進められている。こうしたデータベースは，利
用国措置の構築においても非常に有益であるが，先住民の社会や地域社会
の意思を十分に理解し，それを反映した上で，進められるべきである。
ⅲ 特許出願時の出所開示
本稿で紹介したデンマーク，ノルウェー，スイスの他にも，特許法にお
いて遺伝資源及び／又は伝統的知識の出所開示を規定している国は多い。
しかし，ほとんどの国が出所に係る情報提供を求めているのみで，名古屋
議定書に則した PIC・MATの確認を行うものではなく，利用国措置とし
て機能するわけではない。また，本来特許法で求められる情報開示義務を
超えて特許性判断と無関係の情報提供を求めることは望ましくなく，
PIC・MATの確認は別の制度の下で行われるべきである。
72 Traditional Knowledge Digital Library（TKDL）（http://www.tkdl.res.in/）
73 Korean Traditional Knowledge Portal（http://www.koreantk.com/ktkp2014/）
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結びに代えて
本稿では，利用国措置における伝統的知識の保護に関する論点について
検討した。伝統的知識の保護に関しては，WIPOの IGCが専門的な議論
のフォーラムとして，現在，遺伝資源，伝統的知識，そして伝統的文化表
現の3つについて，それぞれ国際文書の作成を進めている。しかし，それ
ぞれの文書にはまだまだブラケットも多く，またその法的性質については
保留されたままであり，どのような形で収斂していくのか予断を許さない。
開発途上国は早期の採択を求めているが，拙速な議論の結果，曖昧な内容
を多く含む文書が作成されれば，さらなる議論へと繋がり，要らぬ不安と
混乱を招くことで，研究開発へのインセンティブを萎縮させることにもな
りかねない。
我が国の利用国措置については，現在関係省庁間で検討が進められてい
るが，十分な議論を重ねた上で，明確かつ簡便な内容となることが強く望
まれる。
本稿は，科学研究費補助金（若手研究 B）「伝統的知識の保護の在り方に係る統合的
研究」（研究課題番号25780084）による研究成果の一部である。
付記：本稿の作成に際し，磯崎博司先生（上智大学客員教授及び岩手大学名誉教授）よ
り有益なご教示を賜った。記して感謝申し上げたい。
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